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大阪府がん登録は 1962年に始まり、登録患者につ

いて、人口動態調査死亡小票及び死亡票との照合に

よる死亡の把握に加え、住民登録情報の照会による

生存の確認（以下、生存確認調査）を 1975年より実

施してきた（大阪市の 1975-1992年を除く）。基本的

には以下の通りである。がんの診断から 3、5、10 年

を経過した時点で死亡情報を持っていない患者を全

国がん登録データベースシステムより抽出する。ま

ず、住民基本台帳ネットワークシステム（以下、住基）

による照会（大阪府在住者の住民登録情報が取得で

きる）を実施し 1）～4）、生存、死亡、転出を把握する。

生死情報を得られなかった者について、住民票照会

（大阪府在住者以外の住民登録情報も取得できる）

を実施する 5）。住民票照会は 2回まで実施している。 

私たちは過去に生存確認調査実施の意義を検証し

ている。大阪府の 1975～1979年の罹患者について、

全死亡票との照合までを実施した場合の 5 年実測生

存率は、全部位（上皮内がんを除く）で 24.4%であっ

 第 1部 論文集 

がん登録事業 

活動報告 

 

  

 

大阪府での生存確認調査に基づく 
全国がん登録における死亡情報の把握もれの検証 

 

石田理恵、田家宗博、森島敏隆、原加奈子、久馬麻希、花原聡、 

工藤榛香、梶原麻里、桒原佳宏、中田佳世、宮代勲 

大阪国際がんセンター がん対策センター 

要 旨 

全国がん登録における死亡情報は死亡者情報票や届出票により得られるが、住民登録情報の照会

（以下、生存確認調査）を実施している大阪府では生存確認調査によって初めて把握する死亡情報

が存在する。死亡情報の把握もれに伴う生存率への影響、死亡情報が付与されない要因について、大

阪府での生存確認調査に基づき検証した。大阪府の 2016 年罹患について、2016～2019 年死亡

のうち、生存確認調査によってのみ把握した死亡は 0.70%だった。3 年実測生存率は、生存確認調

査を実施しない場合 62.1%、生存確認調査により得た死亡情報を反映した場合 61.6%であり、統

計学的有意差は見られなかった。生存確認調査によってのみ死亡を把握した 171人について、生存確

認調査の対象者抽出時と住民登録情報取得時の個人指標を比較すると、131 人（76.6%）は住

所に相違箇所が見られ、住所異動確認調査が重要であることが示唆された。 

 

１．はじめに 
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たが、死亡情報を持っていないため生存となってい

る罹患者に、さらに生存確認調査を実施した場合の 5

年実測生存率は 22.0%であった。当時、人口動態調

査死亡小票及び死亡票の利用範囲は、死亡者の住所

が大阪府であること等が条件であったので、人口動

態調査死亡小票及び死亡票照合のみによる死亡情報

の把握もれは無視できず、正確な生存率を得るため

には、生存確認調査が重要であることを示した 6）。 

2016年 1月より開始された全国がん登録事業にお

ける死亡情報は、死亡者情報票や届出票により得ら

れる。地域がん登録事業（2015 年罹患までが対象）

の際の人口動態調査死亡小票及び死亡票とは異なり、

死亡者情報票は死亡者の住所を問わずに利用が可能

であるが、死亡者情報票を照合する際には、同姓同名、

同一生年月日の候補者がいるものの、住所等の他に

一致する項目がなく、同一人物か否か判断ができな

い場合に、住所の異動情報を得て補完する、住所異動

確認調査が実施されている。この作業を経て死亡情

報を得てもなお、大阪府において実施している生存

確認調査によって初めて把握する死亡情報が、以前

より散見されていた。そこで、大阪府における生存確

認調査に基づき、（1）全国がん登録制度の下での死

亡情報の把握もれ、（2）生存率への影響、（3）死亡者

情報票の照合により死亡情報が付与されなかった理

由について検証した。 

 

 

 

２．方法 

 

 大阪府の 2016年罹患（診断時住所が大阪府）のう

ち、大阪府内の医療機関から届出のあるものを集計

対象とした。ただし、死亡情報のみ、上皮内がん、診

断時年齢 100 歳以上、第 2 がん以降は対象から除外

した。 

（1）集計対象のうち、2016～2019 年の死亡情報が

付与されている者の資料源を調査した（2022年 3月

時点）。資料源は C／NC が死亡者情報票、R が届出

票、Vが生存確認調査である。 

（2）次に示す（A）および（B）の 2つの考え方に基

づき（表 1）、カプランマイヤー法による 3年実測生

存率を各々算出する。統計解析ソフト Stata 17 BE

 (StataCorp, College Station, Texas, US)を利用

した。ログランク法による仮説検定を行い、p 値<0.

05を統計学的有意とした。（A）生存確認調査を実施

しない場合で、死亡日の資料源は「死亡者情報票」と

「届出票」であり、最終生存確認日は、みなし生存日

とする。みなし生存日とは、死亡情報を得た者以外は、

罹患確定年の 12 月 31 日時点で生存とみなすことで

ある。死亡以外は生存とみなされることから、打ち切

りという考え方はない。これは、全国がん登録に則し

た考え方である。（B）生存確認調査を実施する場合

で、死亡日の資料源は（A）で示した「死亡者情報票」

と「届出票」に加え、「生存確認調査」で得られたも

のとし、最終生存確認日は、生存確認調査により把握

した生存確認日と患者が持つ最新罹患日を比較の上、

より新しい日付を採用する。3年生存の定義は、罹患

生存確認調査 死亡日の資料源 最終生存確認日 3年生存の定義 打ち切りの定義

（A） ×
C／NC

R
みなし生存日※1：2019年12年31日 死亡以外すべて なし

（B） ○
C／NC

R

V

・生存確認調査により把握した生存確認日

・最新罹患日

→比較の上、より新しい日付を採用

・罹患日から最終生存確認日

が3年を超えている場合

・罹患日から3年を超えて死亡

している場合

生存を確認できたが、罹患日

から最終生存確認日が3年を超

えていない場合

※1
死亡情報を得た者以外は、罹患確定年の12月31日時点で生存とみなす。

表 1. 3年実測生存率の算出定義 
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日から最終生存確認日が 3 年を超えている場合、ま

たは、罹患日から 3 年を超えて死亡している場合と

する。生存を確認できたが、3年を超えていない場合

は、打ち切りと扱う。 

（3）（1）にて調査した、2016～2019 年の死亡情報

が付与されている者のうち、資料源が V の者につい

て、生存確認調査の対象者抽出時と住民登録情報取

得時の個人指標（姓名、性別、生年月日、住所）を比

較し、相違項目を調査する。さらに、住所については

6つ（都道府県、市町村、行政区、町字、丁番地、そ

の他）に区分し、住所のどのレベルで相違があるかを

調査する。 

 

3．結果 

 

（1）集計対象は 60,689 人であった。このうち、

2016～2019年の死亡者は、（A）生存確認調査を実施

していない場合、24,383人であった。（B）生存確認

調査を実施している場合の死亡者は、24,554 人であ

り、V によってのみ把握した死亡が 171 人あり、こ

れは死亡者数の 0.70%を占めた（図 1）。 

（2）（A）生存確認調査を実施しない場合の 3 年実

測生存率は 62.1%であった。（B）生存確認調査によ

り得た死亡情報を反映した 3 年実測生存率は 61.6%

で、生存確認調査を実施しない生存率の方が 0.5 ポ

イント高かった。p 値は 0.67であった（図 2）。打ち

切りは 414人（0.68%）であった。 

 

（3）生存確認調査の対象者抽出時と住民登録情報

取得時の個人指標を比較し、項目が不一致の人数お

よび資料源が V の者に占める割合を高い順に示す

（表 2）。住所が 115 人（67.3%）、住所および姓名が

12人（7.0%）、姓名が 6人（3.5%）、住所および生年

月日が 4 人（2.3%）であり、住所に相違のある者が

131人（76.6%）と最も多かった。一方、個人指標が

すべて一致している者は 32 人（18.7%）であった。

住所に相違のあった 131 人を分母として、住所の相

違レベル別に、人数および割合を示す（表 3）。都道

府県が 36 人（27.5％）、市町村以下が 95人（72.5%）

であった。 

 

 

 

生存確認調査 死亡者数 資料源 死亡者数

C／NC 24,319

Vのみ 171 （0.70%）

※2
Vにより死亡を確認したものを含む

R
※2 64

（A） × 24,383

（B） ○ 24,554

図 1. 死亡者数および資料源 

図 2. 2016年罹患者の 3年実測生存率 

（生存確認調査の有無別） 
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4．考察 

 

今回の検証では、2016年罹患者を対象とし、診断

から 3 年経過時点の生死状況をみた。大阪府におけ

る生存確認調査に基づくと、死亡情報の把握もれは

0.70%であり、全国がん登録制度で 99.3%の死亡情報

が把握できていた。生存確認調査の有無により各々

算出した 3 年実測生存率について、統計学的有意差

は見られなかった。生存確認調査の対象者抽出時と

住民登録情報取得時の個人指標を比較すると、住所

が異なる者が多かった。住基利用制約により従前の

方法での生存確認調査実施は困難となったことと今

回の検討結果をふまえ、大阪府では今後、全国がん登

録の対象年の生存確認調査を実施しない方針となっ

た。 

死亡情報を把握するためには、死亡者情報票の照

合を補う、住所異動確認調査が重要な役割を担って

いると考えられる。調査は、同姓同名、同一生年月日、

且つ住所が他都道府県の者等に限定して実施されて

いる。生存確認調査の対象者抽出時と住民登録情報

取得時の住所を比較し、住所に相違があった 131 人

のうち、大阪府内で異動している者が 72.5%であっ

たことから、調査対象を同一都道府県内異動者にも

拡大することで、住所の相違により別人とみなされ

ていた者を同一人物と判定することが可能となり、

死亡情報の把握もれが減少するのではないかと考え

る。一方、個人指標がすべて一致している者も 32 人

（18.7％）おり、今回の検証に基づくと、これらは死

亡者情報票照合時に同一人物と判定が可能であると

推測するが、住民登録の住所と、死亡者情報票に記載

の住所が必ずしも一致しているとは限らない可能性

があり、照合ができなかったものと考える。生存確認

調査により死亡情報を補完している都道府県は少な

く、診断から長期が経過すれば死亡者がより増え、把

握もれが起こる可能性が上がることが懸念される。

死亡者情報票照合を補完する唯一の方法として住所

異動確認調査が存在する。調査対象の拡大は、全国が

ん登録における作業量の増加となるが、死亡情報を

より正確に付与するため、同一都道府県内異動者へ

の調査対象の拡大を提言する。マイナンバー等の個

人を特定する番号の利用など、死亡者情報票の照合

の精度向上が期待できるが、個人を特定する番号の

利用には、がん登録等の推進に関する法律の改正が

必要であるなど、すぐには実現が難しいと思われる

からである。 

今回の検証における限界点を２つ示す。一つ目は、

2016年罹患の生存確認調査の対象者抽出時（2020年

5月）と住民登録情報取得時（2020 年 6月～2021年

2月）の個人指標を比較したことである。国において

は、2016～2019年の各死亡年の死亡者情報票照合時

点（死亡年の翌々年の春頃）において、全国がん登録

データベースシステムに登録されている情報と照合

される。国における作業と今回の検証の条件は等し

住所区分 人数 割合

都道府県 36 27.5%

市町村以下 95 72.5%

　市町村（再掲） 25 19.1%

　行政区（再掲） 18 13.7%

　町字（再掲） 39 29.8%

　丁番地（再掲） 8 6.1%

　その他（再掲） 5 3.8%

合計 131 100.0%

相違項目 人数 割合

住所に相違あり 131 76.6%

　住所（再掲） 115 67.3%

　住所＋姓名（再掲） 12 7.0%

　住所＋生年月日（再掲） 4 2.3%

姓名 6 3.5%

性別 2 1.2%

すべて一致 32 18.7%

合計 171 100.0%

※3「姓名」「性別」「生年月日」「住所」の4項目

表 3. 住所の相違レベル 

表 2. 生存確認調査の対象者抽出時と住民登録情

報取得時の個人指標※3の比較結果 
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いものではない。二つ目は、生存確認調査を実施して

も、指標の不一致により住民登録情報を得られない

こともあり、生死状況をすべて把握することは困難

であることである。集計対象のうち、追跡不能を含む

打ち切りは 0.68%存在し、これらの生死状況を生存

確認調査で把握できていれば、さらに死亡情報を得

た者もいたかもしれない。この場合、今回の検証にお

いて、生存確認調査に基づき判明する全国がん登録

における死亡情報の把握もれの割合はさらに高く、

生存確認調査により得た死亡情報を反映した 3 年実

測生存率は低くなる可能性がある。 

全国がん登録における死亡情報の把握もれの検証

には、生存確認調査を行っているなど、実施可能なが

ん登録は限られる。その観点から、大阪府がん登録と

して今回の検証を行った。大阪府における生存確認

調査に基づくと、全国がん登録制度の下では、2016

年罹患者の 3 年経過時点での死亡情報の把握もれは

0.70%であった。全国がん登録への届出情報と死亡情

報を照合する際に、住所の異動により同一人物の判

定不可であったためと考える。住所異動確認調査の

対象範囲を現行よりも拡大することにより、解消可

能な死亡情報の把握もれがあると考える。 
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生存確認調査の実施に際し、大阪府がん登録業務
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院内がん登録の実施に係る指針においては、施設

のがん医療の状況を的確に把握し、治療の結果等を

評価すること及び他の病院における評価と比較する

ことにより、がん医療の質の向上が図られることが

期待されている 1)。施設における院内がん登録の活

用について、がん診療連携拠点病院連絡協議会がん

 第 1部 論文集 

がん登録事業 

活動報告 

 

  

 

がん診療規模別にみた 
施設での院内がん登録活用に関する実態調査 

 

外山 祐也 1) 奥山 絢子 2)3) 

 1)  東京大学大学院 工学系研究科 化学システム工学専攻 

2)  聖路加国際大学看護学研究科 

3)  国立がん研究センターがん対策研究所 

要 旨 

目的 

がん診療規模別に施設における院内がん登録データの活用状況と役に立った経験を明らかにし、院内

がん登録の活用可能性を検討する。 

方法 

863 施設のがん登録実務者を対象に院内がん登録データ利用体制と活用状況についてインターネッ

ト調査を行った。年間がん登録数別に、利用体制、活用状況と役立った経験について Fisher の正確

確率検定を行った。 

結果 

709施設から回答を得た（回答率 82.2％）。大規模施設群 203施設（96.2％）、中規模施設

群 84施設（87.5％）、小規模施設群 73施設（77.4％）と大規模施設群でよりデータが利用さ

れていた（p＜0.01）。一方で、集計結果が自施設のがん診療実態把握に役立ったと回答した施設

は大規模施設群 94.6%、中規模施設群 94.8%、小規模施設群 88.7%と差がなかった（ｐ＝

0.13）。 

結論 

小規模施設群であっても集計することで自施設のがん診療実態把握に役立つ可能性が示唆された。 

 

１．はじめに 
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登録部会委員へのインタビュー調査の結果では、自

施設のがん診療の強みや地域での連携体制の見直し

をはじめとした様々な活用がされている 2)。一方で、

2019 年に実施された院内がん登録実態調査の結果

では、院内がん登録データ利用規定があるのは全体

の 42.4％であり、施設種別にみると拠点病院が

54.4％、都道府県推薦病院が 30.8％、任意参加病院

が 22.0％とばらつきがあった 3)。比較的がん登録数

の少ない施設が多い任意参加病院を含め、院内がん

登録全国集計への参加施設は年々微増傾向にある 4)。

今後各施設でがんの登録を行うだけでなく、院内が

ん登録を活用しいかにがん医療の質の向上につなげ

ていくかは重要な検討課題である。本研究では、が

んの診療規模別に施設における院内がん登録データ

を利用する体制、活用状況と集計が役に立った経験

を明らかにし、施設における院内がん登録の活用可

能性について検討することを目的とした。 

 

２．方法 

 

(1)調査対象者と調査方法 

 院内がん登録 2020 年全国集計に参加した 863 施

設のがん登録実務者を対象に、2021 年 9 月 14 日～

10 月 22 日にインターネット調査（WebCas®）を行

った。 

 

(2)調査内容 

 施設特性、院内がん登録データ利用体制と活用状

況、集計が役に立った経験について尋ねた（表 1）。 

 

(3)分析方法 

院内がん登録データ利用規定があり、且つデータ

を利用していると回答した施設を分析対象とした。

分析では、2019 年の年間がん登録数 1,000 例以上の

施設を「大規模施設群」、500 例以上 1,000 例未満の

表 1 アンケート内容 
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施設を「中規模施設群」、500 例未満の施設を「小規

模施設群」の３群に分類した。対象施設の特性、院

内がん登録データ利用体制と活用状況、集計が役に

立った経験について、がん診療規模による差異を Fi

sher の正確確率検定を用いて検討した。3 群におい

て統計学的有意差を認めた場合に Bonferroni 法を

用いた多重比較を行った。統計分析には、EZR（Ea

sy R）(version 4.2.1)を使用した。 

 

(4)倫理的配慮 

本調査への協力依頼では、調査への協力は任意で

あること、調査に協力しない場合でも何ら不利益を

被らないこと等を説明し調査への同意を得た。 

 

3．結果 

 

709 施設から回答を得た(回答率 82.2%)。2019 年

の年間がん登録数について無回答であった 6 施設を

除く 703 施設のうち、院内がん登録データ利用規定

があり（大規模施設群 68.5％、中規模施設群 58.5％、

小規模施設群 40.3％、全体 56.9%）、且つデータを

利用していると回答した 359 施設（データ利用規定

がある施設中、大規模施設群 96.2％、中規模施設群

87.5％、小規模施設群 77.4％、全体 89.8%）の回答

を分析対象とした(表 2)。 

 

(1)データ利用体制 

がん診療規模別にみた対象施設の特性とデータ利

用体制の整備状況を表３に示す。データを利用可能

な対象者の範囲に自施設の職員が含まれている割合

は、大規模施設群 184 施設(90.6%)であるのに対し、

小規模施設群50施設(69.4%)と少なかった (p<0.01)。

外部の研究者が利用できる施設数は大規模施設群

21 施設(10.3%)、中規模施設群 7 施設(8.3%)、小規

模施設群 7 施設(9.7%)であった（ｐ＝0.73）。院内が

ん登録の運用上の課題評価と活用に関する検討機関

があると回答した施設は全体の 85.2%であり、その

うち毎年集計結果を議論していると回答した施設は

77.3%であった。 

 

(2)データの活用状況 

「自施設のがん診療実態を集計」している施設は、

大規模施設群 185 施設(91.1%)、中規模施設群 77 施

設(91.7%)、小規模施設群 62 施設(86.1%)であった（p

＝0.44）（表 4）。自施設の職員が患者の診療状況を

確認するための利用、自施設の職員の研究への利用、

がん相談支援センター等での患者への情報提供への

利用については、小規模施設群（12.5％）と比較し

て大規模施設群（37.4％）で活用割合が高かった。 

 

(3)集計が役に立った経験 

集計が役に立ったと回答した施設が最も多かった

項目は、「自施設のがん診療の実態把握」であり、が

ん診療規模によらず約 9 割が役に立ったと回答して

いた（p＝0.13）（表 5）。「都道府県内の患者受療行

動の把握」（p＝0.17）、「がん相談支援センター等で

患者・家族への情報提供ができた」（p=0.06）の２

項目においてもがん診療規模によらず役に立ったと

回答した施設が５割を超えていた。一方、集計して

いるが集計値が役に立っているか分からないと回答

した施設もいずれの群も 6 割を超えていた。 
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4．考察 

 
小規模施設群では、施設における院内がん登録デ

ータ利用規定等がある施設は限定的であった。しか

し、小規模施設群であっても自施設のがん診療実態

の把握や都道府県内の患者の受療行動の把握等に役

に立ったと回答しており、がん診療規模に関わらず

院内がん登録はがん診療の実態の把握や患者の受療

行動の把握に役立つ可能性が示唆された。各施設に

おいて自施設のがん診療を把握し実施した治療を振

り返ることで、より患者や家族が安心して治療を受

けるためには何が必要かを検討していくことががん

医療の質の向上につながると考える。 

 
院内がん登録データ利用規定が整備されている施

設は全体で 56.9％と、前回の調査結果（39.3％）3)

から増加しており、体制整備は進みつつあった。一

方、小規模施設群では、大規模・中規模施設群と比

較してデータ利用規定を定めている施設は依然少な

く、また自施設の職員が院内がん登録を利用できる

施設は 69.4％に留まっていた。更に実際の院内がん

登録データ利用状況をみても、小規模施設群では

77.4%と大規模・中規模施設群と比較して低い傾向

にあった。小規模施設群において院内がん登録を施

設で有効に活用するためには施設内でデータ利用規

定の整備や利用範囲の検討をする必要があると思わ

れる。 

 
院内がん登録の活用状況をみると、診療規模によ

らず 90％以上の施設が自施設のがん診療実態を集

計しており、集計が自施設のがん診療の実態把握や

都道府県内の患者の受療行動把握に役立ったとして

いた。がん相談支援センター等での情報提供に活用

している施設は少なかったものの、活用している施

設では 5 割以上が役に立ったと捉えていた。その一

方で、病院方針の検討や地域での連携体制の見直し、

患者の集約化に関して役に立ったと回答した施設は

少なく、集計した結果が役に立っているかどうかわ

からないと回答した施設も半数を超えていた。今回

の調査はがん登録実務者を対象に行ったため、集計

結果が病院方針の検討や地域での連携体制に及ぼし

た影響まで十分に把握できていなかった可能性もあ

る。施設で院内がん登録の課題評価や活用に関する

検討機関があると回答した施設は、85.2％であり前

回の 62.9%よりも増加している 3)。また、毎年集計

結果について議論している割合も今回 77.3％であり

前回の 67.8%より増加している 3)。こうした取り組

みががん登録実務者や集計担当者にも共有されるこ

と、そしてがん医療の質の向上に向けて何が必要か

を施設内で検討することが重要と思われる。一方、

外部の研究者へのデータ利用については、がん診療

規模によらず 10％未満であり、活用実績をみてもほ

とんど活用がされていないことが分かった。院内が

ん登録は、ルールに従って登録されており他施設と

比較可能な有用な情報源である。今後、外部の研究

者を含めて広くデータを有効に活用していけるよう

な体制を整備することで院内がん登録の活用の可能

性が広がることを期待する。 

 
本調査にはいくつかの限界がある。1 つ目に、院

内がん登録全国集計への病院の参加状況は都道府県

によってばらつきがあり 4）、カバー率が低い都道府

県ではがん患者の受療行動を十分に把握することが

難しい。本調査ではこうした都道府県の状況までは

検討できていない。2 つ目に、院内がん登録の集計

結果はがん情報サービス 5)から入手可能であり、こ

のような入手可能な集計結果を施設で利用していて

も活用状況の回答には活用していないと回答した施

設がある可能性がある。最後に、「都道府県内のがん

対策を考える資料にできた」、「地域でのがん診療の

連携体制の見直しができた」や「患者の集約化につ

なげることができた」の質問について、がん登録実

務者には判断が難しかった可能性があり、「該当なし」

あるいは「あまりそう思わない」の選択肢に回答が

集中してしまった可能性がある。 
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5．結論 

 
院内がん登録の各施設での活用状況をみると、全

体として院内がん登録データ利用規定の整備が進み、

大規模施設群を中心に活用が進んでいることが分か

った。小規模施設群では院内のデータ利用規定が定

められている施設はまだ限られていた。しかし、小

規模施設群であっても、実際に院内がん登録を活用

している施設では、自施設のがん診療実態の把握や

都道府県内の患者の受療行動の把握に役立てられて

おり、今後データ利用体制の整備を進めることで活

用が広がることが期待される。 
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愛媛県がん登録専門部会（以下、部会）はがん診

療連携拠点病院等の整備に関する指針 1）に基づき設

置された愛媛県がん診療連携協議会に所属するがん

診療連携拠点病院（拠点病院）7 つ、愛媛県指定の

がん診療連携推進病院（推進病院）８つ、愛媛県保

健福祉部健康増進課の医師やがん登録実務者（以下、

実務者）等のがん登録関係者約 60 名（うち、2021

年 4 月時点の実務者 47 名）の集まりである。 

 第 1部 論文集 
がん登録事業 
活動報告 

 
  

 

がん登録実務者の学びの場を考える  
―愛媛県がん登録専門部会での活動経験から― 

 

山下夏美 1 菊内由貴 2 田村純子 3 矢野幸子 4 新城秀和 5 大平由津子 6 西森京子 7 

寺本典弘 1 

 1) 国立病院機構四国がんセンター 臨床研究センター がん予防・疫学研究部 
2) 国立病院機構四国がんセンター 教育研修部 

3) 松山赤十字病院  医療情報管理課 
4) 社会福祉法人恩賜財団 済生会今治病院 医療情報課 

5) 市立宇和島病院 医事課 
6) 国立病院機構四国がんセンター 医療情報管理室 

7) 元国立病院機構四国がんセンター 医療情報管理室 

要 旨 

愛媛県がん登録専門部会では、がん登録の精度向上を目指し主に集合形式による研修会等の企画
運営を行ってきた。研修会の企画の難しさや運営することの負担などの課題を抱えていた中、コロナ禍
でこれまで通りの研修会開催が困難となった。新たな取り組みとして、活動検討委員会を立ち上げて課
題の共有や整理をし、それらの解決のためにグループ活動を行った。この活動を基に、経験に応じて必
要な研修内容とそれに合わせた学びの場について整理した。その具体として、初心者には、知識の習得
に加え解釈の確認や議論を通し理解を深めるために共に学ぶ場が、熟練者には、より実務環境に即し
た個々の課題解決の場が必要である。このような経験に応じた学びの場について考察し、この活動を
共有することで、県や施設を超えた教育システムの整備活動や教育・研修担当者の情報交換・知識習
得の場が増えることを期待したい。 

１．はじめに 
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実務者研修に関しては、主に対面集合形式で講義

やグループワーク形式の研修会を 2009 年から年に

1,2 回行っていたが、各施設の実務者の能力、職務

体制、診療内容の違いなどにより、必要な研修内容

の幅が広いことが明らかになってきた。研修会担当

者からは、企画の内容設定や運営の面で負担が大き

い、などの声があるものの十分な対策を講じること

ができずにいた。コロナ禍でこれまでのような対面

集合形式での研修会開催が困難になった事を契機に、

部会の研修会等の企画運営の見直しを試みた。 

 

２．活動検討委員会の立ち上げ 

 
部会では年 2 回の会議が行われていたが、伝達事

項を伝えるだけになりがちであったため、私達は、

継続的に活動を検討していく場が新たに必要と考え

た。部会内で有志を募り、実務者・がん登録に関わ

る医師等の 8 名で部会の下部組織として活動検討委

員会を立ち上げた。各々が実務者育成に関して持っ

ていた問題意識を共有した上で、年度の活動目標と

して、「1. 受験予定者のための学習や交流の場を作

る。2. 部会活動や日常業務を円滑に進めるために、

他施設との交流を通じて一緒に学ぶ。3. 部会の現状

把握と課題の抽出・整理をし、次年度以降の活動計

画に組み込む。」を挙げた。活動方法は、コミュニケ

ーションを図りやすく、いくつかの異なる課題に柔

軟に取り組みやすいようグループに分かれた活動を

試みた。  

 

3．グループ活動の立ち上げ 

 
グループ活動を行うにあたり、実務者を対象に研

修やがん登録業務上の活動として必要としているも

の（ニーズ）の調査を行った。結果と活動検討委員

会の活動目標を基に、グループの設定・リーダーの

選出をし、参加者を募った。1 年間の活動内容や頻

度・方法は各グループの裁量に任せた。グループ活

動の成果は、(a)活動状況、（b)グループ活動の目的

を達成できたか、（ｃ）年度末のアンケートで評価し

た。 

（1）ニーズ調査の結果 

「部会の活動として、興味があるもの、やってみ

たいもの」として、13 の選択肢を用意し、回答を得

た(表 1)。業務に直結しそうなことや、勉強会のよう

表 1 活動ニーズの調査結果 
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に試験に関することは、関心が高いことが示唆され

た。 

一方で、回答者の希望が集中しておらず、幅広い

ニーズがあると解釈できる結果でもあった。 

（2）グループの設定 

「A. 企画・運営」、「B. 学び方・教え方」、「C. 業

務悩み相談」、「D. 試験対策」、「E. 勉強会」、「F. デ

ータ利活用」の 6 つのグループ(表 2)を設定した。活

動検討委員会のメンバーはリーダー役として活動の

計画・運営の中心を担った。予定された活動方法は、

メールを活用した情報共有のみから、Web 会議シス

テムを用いた会議や勉強会を複数回行うなど、様々

であった。各グループの参加人数は 2～19 名であり、

実務者の全体数に近い 43 名が１つ以上のグループ

に参加した。初級認定試験受験予定者を含む多くの

初心者が「D. 試験対策」グループに参加し、中級認

定資格取得者等の業務経験が長い熟練者は、それぞ

れの状況に応じてグループを選択している傾向を認

めた。 

 

 

 

 

 

 
(a)活動状況 

Web 会議システムを用いた会議や勉強会など予

め場を設定しているような活動は概ね実行できた。

活動当初は、慣れない Web 会議システムでの活動に

不安があったが、回数を重ねるにつれて慣れも見え

始め、グループによっては発言しやすい環境も構築

できつつあった。Web 会議システムを用いることで、

移動負担の軽減が可能であり、1 回あたりの時間設

定や活動回数にも自由度が増した。一方、参加者自

らメーリングリストに発信することや主体的に活動

することが求められる「C. 業務悩み相談」や「E. 勉

強会」グループでは、活発な活動になったとは言え

なかった。 

（b)グループ活動の目的を達成できたか 

「B. 学び方・教え方」グループは、自施設で新任

者等に教育を実施する機会があるという共通の立場

の参加者であったため、問題意識も似ており、活発

な意見交換が行えた。「D. 試験対策」グループも、

試験対策という共通ニーズを持つ参加者に対して、

交流の場や勉強の機会を提供できた。 「A. 企画・

運営」グループは、予定していた研修会の運営には

4．グループ活動の成果 

グループ名・ 略称(人数) 目的 活動方法・ 内容 評価

・ 研修会は例年通り の開催ができ たが、 活動参加メ ンバーが集まら なかっ た。

・ 蓄積さ れた運営ノ ウハウの引き 継ぎや他の活動に活かせる工夫があると 良い。

・ 日頃の問題等を企画に活かせるよう な仕組みを検討し たい。

・ 少人数での開催、 共通の問題意識を持っ ているこ と が活発な意見交換に繋がっ た。

・ 予定さ れた議題以外のこ と も 意見交換でき た。

・ 自施設の登録体制について、 気づき があっ た。

・ 活発な活動になら ず、 直に交流のない実務者がM Lを利用し 問題解決は難し いと 考えら

れた。

・ 発言し やすい環境作り が必要か。

・ 初級認定試験受験者が好成績で合格でき た。

・ 実務者間のコ ミ ュ ニケーショ ンが出来てき た。

・ 試験受験者の実務への関わり 方は施設により 異なる事がわかり 、 想定し ていた活動を行

う こ と が難し かっ た。

・ 継続的な自己学習のための教材整備は重要である。

・ がん登録業務や自己学習の時間が十分と れない人も 多かっ た。

・ 冊子作成用データ の集計について、 事前に多施設で検討ができ た。

・ フ ォ ーマッ ト の事前確認を施設で分担し て行えた。

・ 県共通フ ォ ーマッ ト では表せない施設の特徴を示すため、

施設独自の集計結果の掲載方法を検討し 2施設で試験的に実施し た。

B. 学び方・ 教え方 (6)

がん登録業務を教える機会のある同

士で教え方についての意見交換・ 現

状把握し 、 育成のための到達目標を

立てる。

全国がんの目視チェ ッ ク 、 他施設の

教育方法・ 体制、 人材育成のための

目標値設定について意見交換を行う

(web会議、 3回)。

A. 企画・ 運営 (2)

こ れまで関わっ ていないメ ンバーと

研修会の企画・ 運営を行い、 企画に

関われる人材を増やす。

『 5大がん登録講座』 などの研修会で

講義内容の提案や講師の選定、 質問

と り まと めなどを行う 。

D. 試験対策 (16)

初級認定・ 更新試験に合格でき る。

実務で5大がん登録ができ る。 施設

間交流ができ る。

W ebによるグループ研修会(5回)、

メ ーリ ングリ スト でプール問題配信(1

日1題、 計24題)、 情報交換を行う 。

C. 業務悩み相談 (19)
業務を円滑に行う ため、 些細な疑問

でも 相談でき る場や人脈を作る。

相談用のテンプレート を作成し 、

メ ールを活用し 、 問題の共有やグ

ループ内外での解決を行う 。

F. データ 利活用 (6)
愛媛県の院内がん登録データ の利活

用について長期的に検討を行う 。

2020年診断症例の集計内容、 コ ロナ

関連のデータ 活用、 などについて検

討(web会議、 1回)する。

E. 勉強会 (12)

実務経験3～4年以降の人を対象。 主

に自己学習を進めていく う えで必要

なつながり を作る。

自己学習を行う 。 参加メ ンバーで希

望があればweb勉強会や情報交換等を

行う 。

Legend： 年度末のグループ活動報告より 抜粋 グループ正式名称 A. 研修会企画・ 運営 B. 学び方・ 教え方 ～私はこ う し ています～ C. 日常業務悩み相談 D. はじ めての試験対策 E. 勉

強会 F. 愛媛県の院内がん登録データ 利活用

表 2 2021 年度各グループの目的と活動報告のまとめ 
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問題なかったが、参加者が少なく当初の目的の一つ

であった企画に関わる人材を増やすという目的は達

成できなかった。 

（ｃ）年度末のアンケート 

グループ活動全体に対する問いでは、回答者 32

名のうち 53%が「良かった」と回答した。資格未取

得者から初級更新試験未経験者までの初心者とそれ

以外で分けた場合、「良かった」と回答したのは初心

者では 73％、初心者以外では 35％であった。さら

に、具体的な内容に関する問い（図 1）では、「実務

スキルの向上に役立った」、「他施設とのつながりや

交流が増えた」、「学習時間の確保につながった」、「楽

しかった」、「モチベーション維持につながった」の

項目で初心者の半数以上が「そう思う」と回答して

おり、初心者の多くの人が参加した「D. 試験対策」

グループの活動を反映した評価であった。初心者以

外の群では、参加したグループも異なるため、個々

の評価にばらつきを認めた。 

 

 

 
画一的な集合形式の研修では扱うことが容易では

なかった異なるニーズに応じた学びの場がグループ

活動により設定できたという経験は、研修会企画運

営の課題解決の糸口となると考える。集合形式の研

修とグループ活動の異なる良さを活かし効果的かつ

効率的な学びの場としていくために、実務者のニー

ズを大きく 3 つに整理し、今後の取り組み方法につ

いて考察した。経験の段階に応じたアプローチが有

効であるという鈴木ら 2) の整理を参考にした。 

 
(1)初心者のニーズ 

がん登録実務をこれから始める人・始めたばかり

の人のニーズとして、初級認定の取得や 5 大がん登

録実務やその基礎となる標準登録様式の習得などが

あげられる。知識の習得は既に国立がん研究センタ

ー等から提供されている教材等を活用し自己学習が

可能である。しかし、知識を活用して業務を行うに

は、実務の基本姿勢を学び、自分の解釈の確認や他

5．ニーズに応じた学びの場の提案 

図 1 グループ活動の自己評価 
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者との議論を通し理解を深める場も必要である。ま

た、困ったときに相談できる施設の枠を超えた人脈

作りも重要である。これらのニーズは、以前からど

この施設でも共通するという特徴を持つため、県全

体で初心者教育の枠組みを作ることが有効であると

考えた。研修担当者の負担軽減という観点も含めな

がら、「D. 試験対策」グループの実績をもとに部会

の定例企画としてのパッケージ化を検討する予定で

ある。 

 
(2)熟練者のニーズ 

経験を重ねてくると、5 大がん以外の登録実務や

実務者の育成、施設の状況に応じた業務遂行能力等

が求められるなど、ニーズは様々である。そのため

全体的な研修会企画では対応することが難しく、個

別化学習やより実務環境に即した学びの場で、自ら

課題を見つけ、細分化されたテーマに対して解決を

試みることが必要である。グループ活動では、これ

までの経験で培われてきたリーダーシップ力や他施

設とのコミュニケーション力が解決すべき課題の設

定や運営にもうまく活かされ、充実した活動になっ

たと推察する。個々の能力に依存する面も大きいが、

こういったノウハウも施設を超えて共有できる場に

したい。グループ活動で得られた成果をどのように

部会全体に共有し活用していくか、という点にも視

野を広げながら、グループ活動の可能性を模索する。 

 
(3)様々な経験段階の共通ニーズ 

全員に共通するニーズである知識の更新や情報伝

達については講義形式による方法が適切であるため、

今後も Web 会議システムや e-learning システム等

を活用する。また、異なる経験段階の実務者の情報

交換の場や、業務環境の整備も共通のニーズである。

対面集合形式の研修会では様々なニーズを包括的に

解決していた側面があるが、コロナ禍で対面の交流

には制限がある状況であるため、そのニーズを紐解

き、対面でなくてもできることを一つずつ実行して

いる。具体例として、実務体制等を共有するための

施設プロフィールシートの作成、県内の認定更新試

験受験者の定期的な情報収集、学習管理システムで

ある moodle3)を用いた学習環境の整備、部会の問合

せ窓口や部会関係者のメーリングリストの再周知な

どを行っている。 

 
(4)県を超えた連携の必要性 

今回の取り組みにより、ニーズに応じた学びの場

の重要性が明らかとなった。しかし、県単位で個別

に整備することは企画運営担当者の負担が大きく、

共有できる情報も限られる。必要となる教材や教育

システムに関しては共通の部分が大きいので、都道

府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会

や日本がん登録協議会などが中心となった施設や県

の境を超えた協力体制の構築が望まれる。 

 
部会で行った研修や活動に関する新たな取り組み

について報告した。経験段階のニーズに応じた学び

の場の重要性と県や施設の枠を超えた連携の必要性

が示唆された。今後、教育システムの整備や研修担

当者自身の知識習得・情報交換などについて、広域

な協力体制が構築されることを期待したい。 

 

  謝辞 
 
愛媛県がん診療連携協議会がん登録専門部会の活

動を支えてくださっている皆様に感謝申し上げます。 

 

  引用文献 
 
1) 厚生労働省健康局長通知令和 4 年 8 月 1 日健

発 0801 第 16 号. がん診療連携拠点病院等の整備

について(https://www.mhlw.go.jp/content/00097
2176.pdf  (2022 年 9 月 9 日最終アクセス) 
2) 鈴木克明, 研修設計マニュアル 人材育成の

ためのインストラクショナルデザイン, 北大路書
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プ ロ グ ラ ム

６月２日（木）

14:00 ～ 17:00　がん登録担当者研修会

座長：寺本 典弘（四国がんセンター病理科・臨床研究センターがん予防疫学研究部）

１）「�がん登録データでできること、できないこと�
～住民ベースがん登録、院内がん登録それぞれの視点から～」

　　雑賀 公美子（JA長野厚生連佐久総合病院 佐久医療センター総合医療情報センター）

２）「住民ベースのがん登録情報の活用事例―ある都道府県の場合」
　　伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所がん情報・対策研究分野）

３）「院内がん登録　標準登録様式　私見」
　　西本 寛（JA長野厚生連佐久総合病院総合医療情報センター）

17:20 ～ 18:20　＜教育研修委員会企画＞ 
「がん登録実務者情報交換会　実務でGO!」

監修：大木 いずみ（埼玉県立大学健康開発学科/栃木県立がんセンター）
座長：中林 愛恵（島根大学医学部医療サービス課がん登録室）
　　　松本 吉史（大阪医科薬科大学附属病院）

6
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６月３日（金）

9:30 ～ 10:00　開会式

開会の辞：猿木�信裕（群馬県衛生環境研究所）
ご挨拶

10:00 ～ 12:00　シンポジウム「利活用を目指すがん登録」

座長：宮代 勲（大阪国際がんセンター　がん対策センター）
　奥山 絢子（ 国立がん研究センター　がん対策研究所　がん登録センター /聖路加国際大学

看護学研究科）

１）「全国がん登録情報の利活用における課題について－がん登録推進法の改正に向けて－」
　　藤下 真奈美（国立がん研究センター がん対策研究所　がん登録センター全国がん登録室） 

２）「大阪府がん登録室における全国・地域がん登録データの利活用」
　　中田 佳世（大阪国際がんセンター　がん対策センター）

３）「�がん対策の施策立案と評価における既存資料とロジックモデルの活用－沖縄県と秋田県での
取り組み」

　　井岡 亜希子（まるレディースクリニック）

４）「院内がん登録の利活用における現状と課題」
　奥山 絢子（ 国立がん研究センター　がん対策研究所　がん登録センター /聖路加国際大学

看護学研究科）

５）「北信がんプロ�がんデータベースによる地域医療評価の取り組み」
　　西野 善一（金沢医科大学医学部公衆衛生学）

13:00 ～ 14:00　総会

正会員には別途ご連絡いたします。

14:00 ～ 14:40　会長講演「がん診療にかかわる医師からみたがん登録とは」

小泉 知展
（信州大学医学部学術研究院医学系血液・腫瘍内科学教室/同附属病院信州がんセンター）
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14:45 ～ 15:45　一般口演１

座長：祖父江 友孝（大阪大学大学院医学系研究科社会医学講座環境医学）
　　　宮代 勲（大阪国際がんセンター　がん対策センター） 

O-1-1　RARECAREnet�listに基づく希少がん・一般がん罹患率の都道府県比較
　杉山 裕美（放射線影響研究所 疫学部）

O-1-2　全国がん登録における届出票や死亡者情報票により得られる死亡情報の把握もれ
　石田 理恵（大阪国際がんセンター　がん対策センター）

O-1-3　�消化器がん患者の社会経済指標と生存率の関連：単施設の院内がん登録と� �
DPCのリンケージによる検討

　太田 将仁（大阪医科薬科大学一般・消化器外科）

O-1-4　院内がん登録と診療報酬明細書情報の突合による大腸がん患者の病期別医療費の検討
　我妻 信和（京都大学医学部附属病院 消化器内科）

O-1-5　�本人または家族ががんに罹患した経験のある男女へのインターネット調査による� �
生存率の理解度検証

　八木 麻未（大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学）

15:50 ～ 16:30　セッション「がん登録情報の利活用に向けた課題」

座長：祖父江 友孝（大阪大学大学院医学系研究科社会医学講座環境医学）

１）「がん登録情報の提供に関する実態調査報告」
　　田仲 百合子（長野県がん登録室/信州大学医学部附属病院）

２）「予後調査のこれまでの実際と今後の課題」
　　中林 愛恵（島根大学医学部医療サービス課がん登録室）

３）「今後のがん登録利活用にむけて－JACR（日本がん登録協議会）からの活動報告－」
　　大木 いずみ（埼玉県立大学健康開発学科/栃木県立がんセンター疫学研究課）

16:30 ～ 17:00　J-CIP企画 
「社会に役立てるがん登録データ～ J-CIPの取り組み～」

座長：猿木 信裕（群馬県衛生環境研究所）
　　　天野 慎介 （全国がん患者団体連合会）
演者：片山 佳代子 （群馬大学）
　　　伊藤 秀美 （愛知県がんセンター）
　　　伊藤 ゆり （大阪医科薬科大学）
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６月４日（土）

9:30 ～ 10:30　一般口演２

座長：西野 善一（金沢医科大学医学部公衆衛生学）
　　　田仲 百合子（長野県がん登録室/信州大学医学部附属病院）

O-2-1　2020年院内がん登録データの分析結果について
　松澤 祐子（公立大学法人横浜市立大学附属病院）

O-2-2　「演習用サマリ」と「教育用がん登録システム」開発の紹介
　坂本 千枝子（医療データサイエンス研究所）

O-2-3　全国がん登録を用いた当院での子宮頸がん治療動向の検討
　庄武 美加子（小樽市立病院）

O-2-4　全国がん登録データベースとの外部照合業務の自動処理システムの開発
　田渕 健（東京都立駒込病院 小児科）

O-2-5　山口県の全国がん登録情報利用と安全管理
　佐々木 愛（山口大学医学部附属病院）

10:40 ～ 11:30　特別講演「長野県における低線量肺がんCT検診の現状と展望」

座長：小泉 知展（ 信州大学医学部学術研究院医学系血液・腫瘍内科学教室/同附属病院信州がん
センター）

演者：丸山 雄一郎（JA長野厚生連浅間南麓こもろ医療センター　放射線科）　

11:30 ～ 12:30

学術集会表彰式、がん登録実務功労者表彰式
次期会長挨拶：斎藤�博　（青森県立中央病院）
閉会式　閉会の辞：猿木�信裕　（群馬県衛生環境研究所）
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一般演題（ポスター発表）【オンデマンドのみ】

【研究発表（全国がん登録）】

R-1-1　山口県全国がん登録室における安全管理措置教育のeラーニング導入とその効果
　佐々木 愛 （山口大学医学部附属病院）

R-1-2　福岡県における小児、AYAがんの概要
　中島 淳一 （福岡県保健環境研究所）

R-1-3　青森県における高齢者のがん罹患・死亡率の傾向
　田中 里奈 （弘前大学大学院医学研究科医学医療情報学講座）

R-1-4　リレーショナルデータベースシステムを用いない汎用的照合システムの開発
　田渕 健 （東京都立駒込病院 小児科）

R-1-5　2021年全国がん登録届出票提出状況の検証（愛媛県）
　白岡 佳樹 （独立行政法人国立病院機構 四国がんセンター）

R-1-6　大阪府における悪性中皮腫
　原 加奈子 （大阪国際がんセンター　がん対策センター）

R-1-7　画像認識技術を用いた『外字』のユニコード文字探索支援
　田渕 健 （東京都立駒込病院）

【研究発表（院内がん登録）】

R-2-1　QI研究の結果還元による標準治療実施の状況調査
　山口 千春 （独立行政法人　国立病院機構　千葉医療センター）

R-2-2　コロナ禍におけるがん診断の実態-がん登録情報から読み取れること-
　佐々木 和美 （佐賀大学）

R-2-3　院内がん登録運用体制の現状と課題
　外山 祐也 （国立研究開発法人　国立がん研究センター）

R-2-4　COVID-19感染拡大と大阪府の口腔がん初回治療患者数と初回治療時の状況の変化
　小山 史穂子 （大阪国際がんセンター　がん対策センター）

R-2-5　当院におけるがん家族歴聴取の調査
　原田 智可 （地方独立行政法人　佐賀県医療センター好生館）

R-2-6　院内がん登録からみたCOVID-19が当院のがん診療に与えた影響
　大森 早貴 （信州大学医学部附属病院）
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R-2-7　北信地域における頭頸部の腺様嚢胞がんの罹患と治療の実態
　瀧口 知彌 （金沢医科大学 医学部 公衆衛生学）

R-2-8　分化度の誤選択および組織型テキストの誤入力への対策
　勝沼 侑香 （杏林大学医学部付属病院 院内がん登録室（診療情報管理室））

R-2-9　院内がん登録から見る新型コロナ禍の影響
　町村 知美 （公益財団法人がん研究会有明病院）

R-2-10　�手術支援ロボット「ダヴィンチ」導入による前立腺癌の初回治療の変化及び� �
地域別の受診状況について

　   石本 莉奈 （北見赤十字病院 診療情報管理課）

【活動報告（全国がん登録）】

P-1-1　�初級者向けコースを開催してわかった、E-ラーニングを併用した佐賀県独自の� �
がん登録研修会の現状とこれから

　佐々木 和美 （佐賀大学）

P-1-2　コロナ禍での全国がん登録実務者研修会�－大阪府における取り組み－
　久馬 麻希 （大阪国際がんセンター　がん対策センター）

P-1-3　2018　がん統計
　柳 香里 （滋賀県立総合病院）

P-1-4　大阪府の全国がん登録データにおけるエラーと届出数や届出様式との関連
　花原 聡 （大阪国際がんセンター　がん対策センター）

P-1-5　�宮城県における全国がん登録届出支援の取り組み� �
～宮城県がん登録みやぎの手引き【実践編】の作成～

　目崎 はる香 （宮城県立がんセンター宮城県がん登録室）

P-1-6　全国がん登録に関する医療機関からの問合せ件数および内容の比較
　植野 由佳 （宮城県立がんセンター宮城県がん登録室）

P-1-7　住基ネット照合・住民票照会による5年予後の把握
　佐藤 優希 （宮城県立がんセンター宮城県がん登録室）

P-1-8　島根県における医療圏域別がん生存率集計（SEER*Statを用いて）
　中林 愛恵 （島根大学医学部医療サービス課がん登録室）

P-1-9　広島県における小児がんおよびAYAがんの国際分類による集計
　小田 崇志 （公益財団法人　放射線影響研究所）
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【活動報告（院内がん登録）】

P-2-1　院内がん登録全国集計および生存率集計結果の国民への伝え方を考える
　渡部 万里 （ 国立がん研究センター　がん対策研究所　がん登録センター　院内がん登録

分析室）

P-2-2　�院内がん登録データ利活用への取り組み� �
－兵庫県がん診療連携協議会�がん登録部会�実務者ミーティングの活動報告－

　山口 真理子 （兵庫県立がんセンター）

P-2-3　統一的な集計方法の導入から比較検討への取組み
　佐藤 真弓 （宮城県立がんセンター院内がん登録室）

P-2-4　病院に役立つがん登録を目指して
　戸来 安子 （東北大学病院 医事課）

P-2-5　診療の継続的改善（PDCA）に向けての取り組み（第2報）
　佐々木 真理子 （東北大学病院 医事課）

P-2-6　BIツールを用いた院内がん登録のベンチマーク分析に関する取り組み
　伊佐 奈々 （琉球大学病院 がんセンター）

P-2-7　�がん登録による新型コロナウイルス感染のがん診療への影響の検討� �
－栃木県がん診療連携協議会がん登録部会報告－

　菊地 康子 （地方独立行政法人栃木県立がんセンター）

P-2-8　大阪府三島医療圏におけるがん登録部会の活動について
　松本 吉史 （大阪医科薬科大学病院 診療情報管理室）

P-2-9　院内がん登録PDCAサイクルのための実施状況調査
　川上 あゆみ （島根大学医学部医療サービス課がん登録室）

P-2-10　�がん登録における業務の効率化を目指した取り組み� �
～登録システムと支援ツールの活用～

　岡元 かおり （大阪医科薬科大学病院 診療情報管理室）

【その他】

S-1-1　佐賀県独自のがん登録研修会－あゆみとこれから
　佐々木 和美 （佐賀大学）

S-1-2　がん登録実務者研修制度に関する一考察
　高崎 光浩 （佐賀大学全学教育機構）
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RARECAREnet list に基づく希少がん・一般がん

罹患率の都道府県比較 

杉山裕美 1、紺田真微 1、雑賀公美子 2、松田智大 2 

1) 放射線影響研究所疫学部、2)国立がん研究セ

ンターがん対策研究所 

 

はじめに  

がんの罹患統計は、がんモニタリング集計や全

国がん登録に基づき、地域別集計や地域別比較が

行われてきたが、希少がんの地域別罹患集計や地

域比較はまだない。がん罹患統計は、がん対策の

最も重要な指標であるがん死亡統計との比較可能

性を重視し、がんの部位別集計を主体として報告

されてきた。希少がんは、同じ部位に発生した腫

瘍であっても、患者の年齢や、腫瘍の発生由来や

形態に考慮して分類する必要があり、希少がんの

がん罹患統計は、部位別だけでなく、臨床的・病

理学的な側面からの分類が必要であった。本報告

では、日本の住民ベースがん登録データを、

RARECAREnet list で分類し、希少がんを含めすべ

てのがんの都道府県別の罹患率の地域差を検討す

ることを目的とした。 

 

方法  

RARECAREnet list は、欧州連合（EU）における

希少がんの情報ネットワークプロジェクト
(RARECAREnet: Information Network on Rare 
Cancers、http://www.rarecarenet.uu/)が提供する、全

てのがんを分類する list である。18 種類の Family
と呼ぶ群（12 種類の希少がん Family と 6 種類の一

般がん Family）、68 種類のがんグループ（Tier-1）、
216 種類のがん（Tier-2）、ICD-O-3 の形態に相当す

る区分（Tier-3）がある。 

2016-18 年に悪性腫瘍（国際疾病分類第 3 版の性

状 3）と診断され、全国がん登録に登録された症例

を対象とした。都道府県別に精度評価を行い、

RARECAREnet list の 18 の Family とそれぞれの

Family に属する 68 の Tier-1 がんグループ（以下、

Tier-1 がんという）に分類した。都道府県別の Tier-
1 がんの年齢調整罹患率（ASR: Age Standardized 
Rate、日本人昭和 60 年モデル人口で調整）と標準

誤差を算出した。X 軸を年齢調整罹患率の標準誤

差の逆数とし、Y 軸を年齢調整罹患率とし、都道府

県ごとにプロットし、47 都道府県の年齢調整罹患

率の平均値から±各県の年齢調整罹患率の標準誤

差の 2 倍を 95％信頼限界、標準誤差の 3 倍を 99.8%
信頼限界としてファンネルプロットを作成した。

罹患率の分母となる人口は、総務省統計局が提供

する都道府県別推計人口を用いた。 

 

結果  

2016-18 年に診断された悪性腫瘍は 2,996,817 例

で、その登録精度は量的・質的にも良好であった

（表 1）。そのうち RARECAREnet list で
2,963,915 例（98.9％）が Tier-1 に分類できた。 

 

Tier-1 がんごとの都道府県別 ASR をファンネル

プロットで示した（図 1）。希少がん Family で

は、例えば骨肉腫のように、多くの Tier-1 がんの

ASR の地域差は小さかったが、悪性中皮腫では大

阪、兵庫、リンパ系腫瘍では西日本で、カポジ肉

腫では東京、沖縄で ASR が高かった。胆嚢およ

び肝外胆管の上皮性腫瘍では東北地方、肉腫では

宮城、骨髄増殖性腫瘍では広島で ASR が高かっ

た。一方、一般がん Family では多くの Tier-1 がん

（すべて上皮性腫瘍）で ASR の地域差は大き

く、特に食道では秋田、高知、新潟、東京、大

阪、神奈川、胃では東北地方で高く、沖縄で低か

った。肺、膵臓、腎臓では北海道、肝臓及び肝内

胆管では西日本、膀胱では青森県で高かった。そ

の他、一般がん Family の子宮頸部では九州地方で

高く、東京、神奈川で低く、皮膚では南日本で高

く北日本では低くなる傾向が見られた。乳房では

熊本県で、甲状腺癌では宮崎県で非常に高い ASR
を観察した。 

 

考察 

 希少がん Family では、ほとんどの Tier-1 がんで

ASR に地域差は見られず、リスク要因が地域に集

積している可能性は低いと考えられ、ごく一部の

Tier-1 がんの ASR に地域差が見られた。悪性中皮

腫については大阪と兵庫で ASR が高く、アスベ

スト曝露との関連が示唆された。リンパ系腫瘍で

表 1. 全国がん登録データの登録精度 
（悪性のみ、2016-2018 年） 
精度指標 精度 
死亡罹患⽐（MI ⽐） 0.374 
死亡票のみで登録された症例割合 2.34％ 
剖検のみで登録されたもの（剖検発⾒）の割合 0.054％ 
顕微鏡的に確かめられた症例の割合 86.5％ 
組織型不明割合 14.2％ 
詳細部位不明割合 0.20％ 
Tier-1 に分類されなかった症例の割合 1.10％ 
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は九州、西日本、北海道地方で ASR が高く、ヒ

ト T 細胞白血病ウイルス 1 型（HTLV-1）感染率

との関連が考えられた。カポジ肉腫はヒトヘルペ

スウイルス 8 型（HHV-8）と関連しているため、

ASR が高かった東京や沖縄における HHV-8 の感

染率との検討が必要である。胆嚢および肝外胆管

の上皮性腫瘍の ASR が東北地方で高かったこと

や軟部肉腫の ASR が宮城で高かったことは今後

検討が必要である。 

沖縄の胃の上皮性腫瘍の ASR が低かったこと

については、胃がんのリスク要因である

Helicobacter Pylori（ピロリ菌）が、沖縄固有の

cagA 遺伝子をもつピロリ菌であり、日本に多い東

アジア型 cagA 遺伝子を持つピロリ菌より病原性

が低いことと関連しているといわれている[1]。ま

た胃の上皮性腫瘍の ASR が東北地方で高かった

ことは、食塩摂取量が多いこととの関連が考えら

れる。肝および肝内胆管の上皮性腫瘍罹患率が、

西日本と北海道で高いことについては、以前から

C 型肝炎ウイルス、B 型肝炎ウイルス感染率との

関連とされている。皮膚の上皮性腫瘍の ASR
は、南日本ほど高く、北日本ほど低かったことか

ら、日照時間の違いによる紫外線暴露量との関連

が考えられた。膵や腎、膀胱、子宮頸部の上皮性

腫瘍 ASR の地域差については、地域によるリス

ク要因の集積があるか、今後さらなる研究が必要

である。 

一部の地域で見られた非常に高い ASR は（熊

本の乳房の上皮性腫瘍、宮崎の甲状腺癌）、全国

がん登録へのデータ移行やの届出義務化による人

工的な影響であった。 

 

結論 

2016 から 2018 年の全国がん登録データ約 300
万件の登録精度が良好であることを検証し、希少

がんを含めた 68 種類のがんの都道府県別の ASR
を比較した。希少がん Family では多くのがんの

ASR の地域差は小さかったが、一般がん Family
では地域差が大きい傾向が観察された。ASR の地

域差の見られたがんについて、リスク要因の地域

集積性の違いについて、さらなる検討が必要であ

る。 

謝辞：本研究は、厚生労働省科学研究費がん政策研究事

業「国際比較可能ながん登録データの精度管理および他の

統計を併用したがん政策への効果的活用の研究班（研究代

表者：松田智大）の研究活動の一部として、国立がん研究

センター倫理委員会の承認を得て行った（国立がん研究セ

ンター研究倫理審査委員会 2019-202）。全国がん登録情報

は、法に基づき提供申出を行い、全国がん登録情報提供等

審議会委員会承認を得て、匿名化された情報の提供を受け

た。集計は、承認された利用者が自ら加工、集計したもの
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図 1．都道府県別がん年齢調整罹患率（全国がん登録：2016-2018 年） 
中央線：47 都道府県の平均年齢調整罹患率、実線 99.8％信頼限界、破線：95%信頼限界 

希少がん Family 

⼀般がん Family 
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「演習用サマリ」と「教育用がん登録システム」開発の紹介 

坂本 千枝子*1、2、外山 比南子*1、丸田 美保子*1  

*1医療データサイエンス研究所、 

*2前国際医療福祉大学 

はじめに  
がん登録実務者は、精度の高いがん登録だけでなく

自院のがん情報を分析・評価できることが望ましい。し
かし、精度の高いがん登録ができても、自施設のデー
タを分析してその結果を評価している施設は少ないの
が現状である。 

1.目的 
精度の高いがん登録に加えてデータを分析・評価で

きる実務者育成を目的に「演習用サマリ」（以下、サマ
リ）と「教育用がん登録システム」（以下登録システム）を
開発する。 

2.方法 
本研究の構成を図 1に示す。 

 

 

 

 

2.1サマリの作成 
サマリは、大学院開発の教材 DB1）内の模擬患者症

例を元に、院内がん登録に必要な情報を集約して作成
する。 
2.2登録システムの構築 
登録システムは、院内がん登録演習用のシステムと、

院内がん登録データを利用して集計・分析するための
システムを FileMaker で構築する。登録システムを学生
用端末にインストールする。 

2.3 サマリと登録システムの評価 
サマリを用いて登録演習を行い、院内がん登録デー

タを用いて集計・分析の演習を行う。アンケートによりサ
マリと登録システムの評価を行う。 

3.結果 
3.1サマリの作成 
サマリは、これまで作成したもの 2）に加えて、授業で

学生が間違えやすい項目を把握して症例を増やした。
記載内容は、実務経験に合わせて詳細な記述の症例
と登録に必要な情報に絞った症例を作成した。教材
DB のない環境でも教材の提供ができるように PDF 化
したサマリの内訳を表 1に示す。 

 

表 1  PDF化したサマリの内訳 

 

 

 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

3.2登録システムの構築 
登録システムは、「院内がん登録演習用システム（以下、演

習システム）」と「院内がん登録集計・分析システム（以下、集

計・分析システム）」を構築した。演習システムのデータベース

には、院内がん登録演習で登録したデータが蓄積される。集

計・分析システムは、院内がん登録全国集計に提出するデー

タをアップロードして集計・分析用に利用する。 

3.2.1演習用システム 
登録システムは、ユーザーとその権限を設定した後、入

力画面、検索・集計画面などを作成した。表 2 に示すよう

に、3種類のアクセス権限を設定した。 

表 2  ユーザー名とアクセス権限の種類 

ユーザー名とパスワードを入力してシステムを起動すると、

登録演習用のメニュー画面が立ち上がる。メニュー画面を図

2に示す。 

図 2 登録演習用メニュー画面 

「管理」と「再ログイン」は、システム管理者とシステム開発者の

図 1 がん登録実務者育成のための登録演習
用教材の作成と教育用がん登録システム 

学生は各端末からサーバーに入って利用する 
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みの権限である。 

システムは、院内がん登録標準登録様式（2016 年版：第１

版 更新日：2019/9）に即して設定した。5 個のデータテーブ

ルと 49個のマスターテーブルから構成し、12台の端末にイン

ストールした。演習で登録した情報はデータベースに蓄積さ

れる。5 個のデータテーブルは患者情報（patients）、腫瘍情

報（tumor）、初回治療情報（first_treatment）、生存状況情報

（survival_status）、管理情報（management）である。 

さらに登録演習に際して、演習者が内容をよく理解した上

で、間違い無く登録できるように、入力を補助することに重点

をおいた。補助機能は、① プルダウン方式による選択 ② 

部分一致入力 ③ 登録項目の解釈や説明等の情報提供 

④ 日付入力時のカレンダー活用 の 4 つである 

3.2.2 集計・分析システム 
集計・分析システムの 5 個のデータテーブルは演習システ

ムと同様だが、新規患者登録と腫瘍の追加はできない。デー

タの活用法を学ぶために構築した機能は、① データの検

索：部位別、ステージ別、年齢階層別集計及び結果のエクセ

ル出力 ② データベース内のがん登録情報をダウンロードし

て統計分析演習 ③ 院内がん登録データをアップロードし

て利用 の 3つである。① データの検索は、国立がん研究セ

ンターHP の院内がん登録集計結果閲覧システム 3）を参考に

した。院内がん登録データは、院内がん登録実施病院の協

力を得てアップロードした。データを利用して作成したグラフ

を図 3に示す。 

図 3 胃がんの年齢別男女罹患数 

協力病院の 2018年における胃がん患者の年齢別男女比較 

3.3 サマリと登録システムの評価 
評価のための演習は、診療情報管理士の資格取得を視野

に入れて学修している学部 4 年生 3 名とがん登録中級資格

を持つ実務者 3名（実務経験はそれぞれ 8年、10年、12年）、

初級資格を取得しているが実務経験はない学部教員 1 名で

行った。全員がサマリから登録項目を見つけ易いと回答した。

登録システムは、補助機能の「登録項目の解釈や説明等の

情報提供」は実務経験の有無に関わらず高評価だった。実

務者から検索条件の追加等具体的な提案があった。自由記

載で、学生から「がん登録実務者資格を取得したい」、実務

者から「病院実習や職員研修に利用できる」、教員から「授業

で利用したい」などの回答を得た。 

4. 考察 
サマリは、教材DB内に電子的に作成したことで、それを元

にして実務経験の有無や長さに合わせた症例を増やすこと

ができた。さらに、サマリを PDF 化したことは、教材 DB を使う

環境にない者にも院内がん登録の教材として提供することが

できるようになった。日本がん登録協議会の学術集会でも、

適当な教材がないことが毎年話題になることからも、できるだ

け多くの施設で利用できるように進めていきたい。 

登録システムは、院内がん登録標準登録様式に即して構

築したことで、がん診療連携拠点病院等 4）で行っている院内

がん登録と同様の登録演習ができるようになったと考える。国

立がん研究センターの実務者育成や実務者を対象とした院

内がん登録の演習では、コードのみ解答する形式である。そ

のため、本システムではコードと同時にその名称も表示するよ

うに工夫した。4 項目設けた入力支援では、院内がん登録を

日常業務としている実務者には、却って煩雑な機能もあった

ものと考える。しかし、登録演習の対象は実務経験がないか

あっても少ない者が主になると考えるので、学生と教員からの

回答を参考としたい。 

登録システムに「演習システム」と「集計・分析システム」の 2

つを設けたことで、院内がん登録データのある施設なら「集

計・分析システム」に自施設のデータをアップロードすることが

でき、集計データをエクセルに出力して自由に分析すること

が可能である。自施設の院内がん登録データを分析できる実

務者育成に役立つものと考える。 

2020年から新型コロナウイルス感染予防対策のため、対面

によるサマリと登録システムを利用した授業ができなかった。

そのため、サマリ作成と登録システムの構築途中での評価は

本研究実施者とその協力者のみで行い、修正と改善を行っ

た。集計・分析システムを使った授業も一度もできなかったが、

実務経験の異なる協力者を得て教材と登録システムの評価

をした。登録システムを 0 から構築することは、知識はもちろ

ん時間的にも容易なことではない。その意味でも、自施設の

ニーズに合わせて自由にカスタマイズすることのできる本シス

テムをぜひ利用してもらいたい。 

5 結論 
精度の高い院内がん登録ができるだけでなく、自施設の登

録データを集計・分析できるがん登録実務者育成を目標に、

院内がん登録情報を集約したサマリと登録システムを開発し

て、評価した。サマリは実務経験に合わせて、詳細な記述の

症例と登録に必要な情報に絞った症例を作成し、教材として

学外にも提供できるように PDF化した。登録システムは、実務

に即した院内がん登録を演習するためのシステムと院内がん

登録データをアップロードして、データ分析をするためのシス

テムを構築した。実務経験の有無に関わらず、それぞれの立

場から利用価値があると判断された。今後、広く利用してもら

うことで、実務者育成に役立てていく。 
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日本のがん登録をめぐる足跡（年表） 

 

 

 

日本のがん登録をめぐる足跡 

 

1951 年 ・わが国初の地域がん登録が宮城県内で開始 

1954 年 ・日本で初めて地域がん罹患率が報告される 

1957 年~59 年 ・広島市（1957 年）と長崎市（1958 年）の医師会が 

原爆傷害調査委員会（現、公益財団法人放射線影響研究所）の協力を得て腫瘍登録を開

始 

1960 年代 ・1962 年、大阪府と愛知県で地域がん登録が開始 

1970 年代 ・神奈川県（1970 年）、鳥取県（1971 年）、北海道（1972 年）、高知県（1973

年）、 山形県（1974 年）、千葉県（1975 年）で地域がん登録が開始 

1975 年 ・厚生労働省の支援を受けて地域がん登録研究班が発足 

1979 年 ・国の第 4 次悪性新生物実態調査で初めて地域のがん 3 年生存率が公表される（13 道府

県） 

1983 年 ・老人保健法公布に伴う、国庫補助の開始 

（それまで 14 道府県で実施されていた地域がん登録制度が多くの自治体に急速に広がる） 

1984 年 ・第 8 回国際がん登録学会が福岡市で開催される 

1989 年 ・国の第 5 次悪性新生物実態調査に 1 道 1 府 14 県 2 市のがん登録が参加 

1992 年 ・地域がん登録全国協議会（JACR）が大阪で発足 

1995 年 ・JACR モノグラフが創刊される（以後年 1 回刊行） 

1996 年  ・地域がん登録研究班が「がん登録個人情報保護」ガイドラインを発表 

1998 年 ・補助金の一般財源化がん登録は、都道府県の自主性に委ねられる  

2002 年８月 ・健康増進法公布 がん登録を国及び地方公共団体の努力義務と規定 

2004 年 4 月 ・第 3 次対がん 10 か年総合戦略が始まる。「がん予防対策のためのがん罹患・死亡動向の実態 

握の研究」班（祖父江班長）による 15 府県に対しての支援体制が開始 

 

2005 年 9 月 ・JACR が「地域がん登録における機密保持に関するガイドライン」を刊行する（大島明理事長） 

2006 年 6 月 ・がん対策基本法公布 

2006 年 10 月 ・国立がんセンターがん対策情報センターがん情報・統計部地域がん登録室の開設 

2007 年 4 月 ・がん対策推進協議会が発足 がん対策推進基本計画が公表される 

・ がん対策基本法の理念に基づきがん診療連携拠点病院の指定が開始 

（これによりがん罹患の届出件数が全国的に急増する） 

 

2010 年１月 ・JACR が NPO 法人となる 

2010 年 10 月 ・第 32 回国際がん登録学会（横浜市）を、国立がん研究センターと JACR が共催する 

 



日本のがん登録をめぐる足跡（年表） 

 

 

 

2012 年  ・がん対策推進協議会にて次期がん対策推進基本計画が策定され、がん登録の更なる推進が

明記される 

・JACR ががん登録の法制化を要望する意見書を厚労大臣らへ提出 

・宮崎県と東京都を最後に、全国 47 都道府県で地域がん登録事業が実施される体制に 

・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 1０巻に、 宮城、新

潟、福井、愛知、大阪、広島、佐賀、長崎のデータが掲載。宮城は、 第 1 刊から連続 10 回の

掲載となる。 

 

2013 年 

12 月 6 日 

・「がん登録推進法」が成立 

2015 年 ・ JACR が安全管理措置モニタリング事業を開始 

2016 年 1 月 ・「がん登録推進法」が施行。地域がん登録は国の事業となる。 

2016 年 ６月 ・地域がん登録全国協議会は日本がん登録協議会と改名。 

2016 年 9 月 ・JACR が朝日がん大賞を受賞 

2016 年 10 月 ・JACR は国立がんセンターからの受託業務として、都道府県のがん中央登録室・職員を対象とし

た安全管理措置モニタリング事業を開始 

2017 年６月 ・全国がん患者連合会と JACR が J-CIP プロジェクト協定書を締結 

 

2018 年 1 月 ・日本からは宮城、秋田、山形、栃木、群馬、茨城、神奈川、新潟、福井、山梨、愛知、大阪、

兵庫、広島、愛媛、佐賀の 16 府県が参加した、CONCORD-3 の結果の論文が LANCET に掲

載 

2018 年 11 月 ・JACR が認定 NPO 法人となる 

2019 年 1 月 ・がん登録推進法に基づく初めての集計値が厚労省から公表される 

2019 年 5 月 ・病院等関連団体正会員、個人正会員の会員種別の追加 

 

  

 



 
 

JACRの状況（２０２３年２月２４日時点） 

 
■団体正会員（都道府県等）：47都道府県 1市、1研究団体 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根

県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮

崎県、鹿児島県、沖縄県、広島市 

（一社）CDAA 

 

■団体正会員（病院等関連団体等）：7団体 

大阪医科大学、 大阪医科大学附属病院、 桐生厚生総合病院、 群馬県立がんセンター、 高崎総合医療センター、

東京都立駒込病院、琉球大学病院がんセンター、群馬大学医学部附属病院、独立行政法人国立病院機構四国が

んセンター 

 

■個人正会員（20名） 

岡本 直幸様、 佐々木 毅様、 猿木 和久様、 田中 英夫様（他 16名） 

 

■団体賛助会員（29団体） 

（公社）日本医師会、 東京海上日動あんしん生命保険（株）、 東京海上日動火災保険（株）（4口） 

アフラック生命保険会社（3口） 

味の素（株）、（一社）全日本コーヒー協会、（株）レナテック、（株）ヤクルト本社、（公社）日本歯科医師会 

三井住友海上あいおい生命（株）富士フイルムメディカル（株）（2口） 

アストラゼネカ（株）、 (一社)群馬県病院協会、（株）キャンサースキャン、（公財）日本対がん協会  

サイニクス（株）、大鵬薬品工業（株）、第一三共（株）、武田薬品工業（株）、 中外製薬（株）  

ノバルティスファーマ（株）、 ファイザー（株）、 伏見製薬（株）、 富士レビオ（株）、 マニュライフ生命保険（株） 

メルクバイオファーマ（株）、 MSD（株）、日本生命保険相互会社、日医工（株）（1口） 

 

■個人賛助会員（5名） 

戸井田睦美様（他 4名） 

  



 
 

 
 

■役員（役職別 50音順、敬称略） 

理事長 猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

副理事長 大木 いずみ 埼玉県立大学 

西野 善一 金沢医科大学 

宮代 勲 大阪国際がんセンター 

理事 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 国立大学法人群馬大学 

金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

増田 昌人 琉球大学医学部附属病院がんセンター 

松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

監事 田渕 健 東京都立駒込病院・東京都福祉保健局 

茂木 文孝 （公財）群馬県健康づくり財団 

第 3２回 

学術集会長 

斎藤 博 青森県がん検診管理指導監 

青森県立中央病院医療顧問 

顧問 

 

岡本 直幸 株式会社レナテック 

田中 英夫 大阪府藤井寺保健所 

鶴田 憲一 衛生部長会名誉会長 

中澤 よう子 衛生部長会会長 

 

■各種委員会（役職別 50音順、敬称略） 

学術委員会 宮代 勲 委員長 / 副理事長  大阪国際がんセンター 

西野 善一 副理事長 金沢医科大学 

片山 佳代子 理事 

 

国立大学法人群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

伊藤 ゆり 専門委員 

 

大阪医科薬科大学 

田淵 貴大 大阪国際がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

安全管理委員会 西野 善一 委員長 / 副理事長 金沢医科大学 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

伊藤 秀美 理事 

 

愛知県がんセンター研究所 

金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 

茂木 文孝 監事 群馬県健康づくり財団 

森島 敏隆 専門委員 大阪国際がんセンター 



 
 

広報委員会 松坂 方士 委員長 / 理事 弘前大学 

片山 佳代子 理事 

 

国立大学法人群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

田渕 健 監事 東京都がん登録室 

阪口 昌彦 専門委員 

 

大阪電気通信大学 

森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

教育研修委員会 伊藤 秀美 委員長 / 理事 愛知県がんセンター研究所 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

金村 政輝 理事 宮城県立がんセンター 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

海崎 泰治 専門委員 

 

福井県立病院 

小塚 祐司 三重大学 

齊藤 真美 北海道がんセンター 

田中 里奈 弘前大学 

寺本 典弘 四国がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

松本 吉史 大阪医科薬科大学病院 

国際交流委員会 杉山 裕美 委員長 / 理事 （公財）放射線影響研究所 

松坂 方士 理事 弘前大学 

梶原 麻里 専門委員 大阪国際がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

J-CIP委員会 伊藤 ゆり 委員長 / 専門委員 大阪医科薬科大学 

猿木 信裕 理事長 群馬県衛生環境衛生所 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 国立大学法人群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

増田 昌人 琉球大学病院がんセンター 

松坂 方士 弘前大学 

田渕 健 監事 東京都がん登録室 

阪口 昌彦 専門委員 大阪電気通信大学 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

山下 夏美 四国がんセンター 

 



 
 

 
 

インフォマティクス委員会 田渕 健 委員長 / 監事 東京都がん登録室 

猿木 信裕 理事長 群馬県衛生環境衛生所 

松坂 方士 理事 弘前大学 

阪口 昌彦 専門委員 

 

大阪電気通信大学 

森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

基盤整備委員会 猿木 信裕 委員長 / 理事長 群馬県衛生環境衛生所 

大木 いずみ 副理事長 

 

埼玉県立大学 

西野 善一 金沢医科大学 

片山 佳代子 理事 国立大学法人群馬大学 

田渕 健 監事 東京都がん登録室 

伊藤 ゆり 専門委員 

 

大阪医科薬科大学 

阪口 昌彦 大阪電気通信大学 

 



 

 

 

 

表彰制度 

 

（1）藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞 

2012年度から2021年まで設けられた表彰制度「日本がん登録学術奨励賞」を引継ぎ、「藤本伊三郎賞」（2021年

終了）とは別の表彰制度として 2022 年（受賞年：令和 3 年度）から実施する。 

受賞者歴（五十音順、敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 3 年 第 1 回 ― ― 

 

（2）学術奨励賞 

がん記述疫学の研究分野で優れた研究業績のある 50 歳以下の研究者を対象とする。（2022 年から藤本伊三郎記

念がん登録学術奨励賞に統合） 

 受賞者歴（五十音順、敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 2 年 第 10 回 森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

令和 元年 第 9 回 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

令和 30 年 ― ― ― 

平成 29 年 第 7 回 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 第６回 田淵 貴大 大阪国際がんセンター 

平成 27 年 ― ― ― 

平成 26 年 第４回 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

平成 25 年 第３回 片野田 耕太 国立がん研究センター 

平成 24 年 第２回 杉山 裕美 放射線影響研究所 

平成 23 年 第１回 松田 智大 国立がん研究センター 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（3）藤本伊三郎賞 

国際がん登録学会など、JACR が指定する国際学会において、がん記述疫学・がん対策の研究分野で優秀な研究発表

を行った 45 歳以下の者を対象とする。 （2021 年終了） 

これまでの受賞者歴（五十音順、敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 2 年 ― ― 

令和元年 碓井 喜明 愛知県がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンターがん対策センター 

平成 30 年 ― ― 

平成 29 年 田中 里奈 弘前大学大学院医学研究科 

福井 敬祐 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

中川 弘子 愛知県がんセンター研究所 

平成 27 年 堀 芽久美 国立がん研究センター 

平成 26 年 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

松坂 方士 弘前大学大学院医学研究科 

 

（4）がん登録実務功労者表彰 

全国（地域）・院内がん登録の実務経験が 3 年以上あり、全国（地域）・院内がん登録で功績をあげた者、今後の

活躍が期待できる者、データ活用、がん対策に貢献した者を対象とする。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時    *院内がん登録表彰 **地域・院内がん登録表彰 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 3 年 柿﨑 裕則 東京都福祉保健局 

赤羽 昌昭 長野県がん登録室 

岩下 由布子 長野県がん登録室 

松原 真紀 長野県がん登録室 

西村 幸恵 愛知県健康福祉部 

久馬 麻希 大阪国際がんセンター 

佐々 美佐紀 公益財団法人放射線影響研究所 

葛西 憲子* 弘前大学医学部附属病院 

三國 裕子* 青森県立中央病院 

鈴木 信行* 日本赤十字社愛知医療センター 

長谷川 篤美* 小牧市民病院 



 

 

 

 

原 加奈子* 大阪国際がんセンター 

舩越 美華* 鳥取大学医学部医事課 

令和 2 年 下田 友美 栃木県立がんセンター 

古内 佳帆里 栃木県立がんセンター 

古川 佳美 千葉県立がんセンター研究所 

今井 香織 神奈川県立がんセンター臨床研究所 

伊藤 沙織 公益財団法人放射線影響研究所 

紺田 真微 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 智佳 長崎県がん登録室 

亀山 晃恵* 群馬県立がんセンターがん登録室 

越智 恵* 住友別子病院 

田村 純子* 松山赤十字病院 

矢野 幸子* 済生会今治病院 

山田 恵子* 元・市立宇和島病院 

菊地 康子** 栃木県立がんセンター 

令和元年 米山 晶子 山梨県がん登録室 

林 美希子 公益財団法人放射線影響研究所 

齊藤 真美** 国立病院機構北海道がんセンター 

平成 30 年 河内 加代 群馬県健康づくり財団がん登録室 

平岩 愛 愛知県がん登録室 

森脇 宏子 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 真理 高知大学医学部附属病院 

林田 正信 長崎県がん登録室 

伊佐 奈々* 琉球大学医学部附属病院 

平成 29 年 上村 吉作 東京都がん登録室 

髙橋 志保子 千葉県がんセンター 

小井手 佳代子 愛知県がんセンター研究所 

原上 沙織 放射線影響研究所 

安倍 由香里 大分県福祉保健部 

梅本 礼子* 山陽女子短期大学 

中林 愛恵** 島根大学医学部附属病院 

平成 28 年 池田 映子 岩手県医師会成人病登録室 

原田 桃子 秋田県総合保健事業団 

只野 恭子 栃木県立がんセンター 

江口 高子 千葉県がんセンター研究所 



 

 

船戸 静子 千葉県がんセンター研究所 

伊藤 桂 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

西森 京子 四国がんセンター 

平成 27 年 川村 麻美 弘前大学医学部附属病院 

稲田 潤子 千葉県がんセンター研究所 

高峰 友紀子 千葉県がんセンター研究所 

石田 理恵 大阪府立成人病センター 

岡元 かおり 大阪府立成人病センター 

大塚 理可 岡山大学病院医事課（岡山県がん登録室） 

片山 康子 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

坂本 雅美 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

山口 智子 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

平成 26 年 新藤 啓子 山梨県福祉保健部健康増進課 

平成 25 年 菅野 京子 一般社団法人岩手県医師会 

田中 直美  群馬県健康づくり財団 

小平 良子 岐阜県健康福祉部保健医療課 

河村 知江子 三重大学医学部附属病院 

砂本 三智夫 （公財）放射線影響研究所広島研究所 

永吉 明子  長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

西郡 典子  大分県福祉保健部健康対策課 

平成 24 年 佐藤 雅子 秋田県総合保健事業団 

鷹箸 淳子 栃木県立がんセンター 

山口 通代 愛知県健康対策課がん対策グループ 

中村 さおり （公財）放射線影響研究所広島研究所 

 

（5）都道府県がん登録実務功労賞 

各県のがん登録室を対象とする。Gold は CONCORD・CI5 参加府県、Silver は MCIJ A 基準を満たす県と、2 つの

基準を設けて都道府県のがん登録室の表彰を行う。 

平成 29 年度 

 

Gold 受賞県 

 

宮城県、秋田県、山形県、栃木県、群馬県、茨城県、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県 

愛知県、大阪府、兵庫県、広島県、愛媛県、佐賀県 

 

Silver受賞県 

北海道、青森県、宮城県、埼玉県、静岡県、長野県、岐阜県、石川県、滋賀県、三重県 

奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県、山口県、香川県、徳島県、高知県、福岡県 

長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県 



 

 

 

 

平成 30 年度 

Gold 受賞県 ― 

 

 

Silver受賞県 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県 

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県 

広島県、山口県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県 

鹿児島県、沖縄県 

 



  

 

学術集会の開催履歴 

 

開催日 回 開催地 大会長 

平成 4 年 12 月 10 日 第 1 回 大阪市 藤本 伊三郎 

平成 5 年 10 月 8 日 第２回 仙台市 高野 昭 

平成 6 年 9 月 21 日 第３回 広島市 馬淵 清彦 

平成 7 年 9 月 21 日 第４回 山形市 佐藤 幸雄 

平成 8 年 9 月 20 日 第５回 長崎市 池田 高良 

平成 9 年 9 月 12 日 第６回 千葉市 村田 紀 

平成 10 年 9 月 4 日 第７回 名古屋市 田島 和雄 

平成 11 年 9 月 14 日 第８回 神戸市 石田 輝子 

平成 12 年 9 月 14 日 第９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 13 年 9 月 14 日 第１０回 大阪市 大島 明 

平成 14 年 9 月 13 日 第１１回 米子市 岸本 拓治 

平成 15 年 9 月 12 日 第１２回 福井市 藤田 学 

平成 16 年 9 月 2 日 第１３回 仙台市 辻 一郎 

平成 17 年 9 月 2 日 第１４回 東京都 祖父江 友孝 

平成 18 年 9 月 1 日 第１５回 山形市 松田 徹 

平成 19 年 9 月 7 日 第１６回 広島市 児玉 和紀 

平成 20 年 9 月 12 日 第１７回 長崎市 関根 一郎 

平成 21 年 9 月 4 日 第１８回 新潟市 小松原 秀一 

平成 22 年 10 月 15 日 第１９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 23 年 9 月 15 日 第２０回 千葉市 三上 春夫 

平成 24 年 6 月 8 日 第２１回 高知市 安田 誠史 

平成 25 年 6 月 14 日 第２２回 秋田市 加藤 哲郎 

平成 26 年 6 月 13 日 第２３回 津市 中瀬 一則 

平成 27 年 6 月 11 日 第２４回 前橋市 猿木 信裕 

平成 28 年 6 月 3 日 第２５回 金沢市 西野 善一 

平成 29 年 6 月 9 日 第２６回 松山市 寺本 典弘 

平成 30 年 6 月 13 日 第２７回 那覇市 増田 昌人 

令和元年 6 月 19 日 第２８回 札幌市 高橋 將人 

令和２年 6 月 4 日 第２９回 宇都宮市（WEB 開催） 大木 いずみ 

令和 3 年 6 月 9 日 第３０回 東京都（WEB 開催） 田渕 健 

令和 4 年 6 月 2 日  第３１回 松本市（WEB 開催） 小泉 知展 



 

令和 5 年 6 月 8 日 第３２回 青森市 斎藤 博 

令和 6 年 6 月予定 第３３回 出雲市 田村 研治 

 



 

 

主な刊行物 

 

（1） News letter 

No.1～ No.54（1997 年～2023 年） 

年２回刊行 

http://www.jacr.info/publicication/publicication3.html にて公開 

 

（2） JACR Monograph 

No.1～No.27（1994 年～2022 年） 

 

（3） 私たちの地域がん登録 

2012 年出版 

 

（4） 地域がん登録の手引き 改訂第５版・詳細版 

2013 年発行 

 

（5） がん登録の手引き 改訂第 6 版 

 2018 年発行 

 

（6） 地域がん登録における機密保持に関するガイドライン 

  2005 年 9 月発行 

 

（7） 日本の住民ベースがん登録に基づく希少がんデータブック 

     2022 年 11 月発行 

 

（8） トロント小児がん病期分類ガイドラインに基づく住民ベースのがん登録のための小児がん病期分類 第 2 版 

     2023 年 1 月発行 

 

国内での主な催し 

 

（1） 日本医師会との共催シンポジウム 

  「がん登録データと個人情報～さらなる活用のために～」  

2023年2月13日(月) 17:30～20:30 形式︓WEB開催(zoomウェビナー)  

参加登録者数:343名 



 

 

 

 

JACR Monograph 投稿規定 

 

2020 年 6 月 4 日修正版 

１．対象とする論文の学術領域 

JACR モノグラフは、以下に関する論文の投稿を歓迎します。 

① 全国がん登録や地域がん登録資料を活用したがんの記述疫学研究 

② 人口動態死亡情報等の政府統計資料を用いた、がんの記述疫学研究 

③ 院内がん登録資料を用いた病院のがん医療機能の評価に関する研究 

④ がん対策の企画、立案、モニタリング、評価に関する政策的研究 

⑤ がん登録事業の充実や、資料の利活用の促進を図るための法社会科学および情報科学的研究 

⑥ がん登録資料との記録照合の結果を用いたコーホート研究 

⑦ その他の国際協同研究を含めたがんの記述疫学的研究 

 

２．投稿受付期間 

当該年度に発行されるモノグラフの投稿受付期限は、同一年度の 9月 30 日までとします。 

 

３．投稿論文の種類と原稿のスタイル 

(1) 原著 

1) タイトルページ ①タイトル、②著者名、③著者の所属施設、④Corresponding author 名とその連絡先（住所、

電話番号、FAX 番号、電子メール）、⑤論文の種類、⑥要旨と本文それぞれの文字数 

2) 要旨 800 字以内。構造化（目的、方法、結果、結論）が望ましい。 

3) 本文 「1．はじめに」、「2．方法」、「3．結果」、「4．考察」で構成するが、必要に応じ、2.(1),1)と、群小化して

良い。必要に応じ、謝辞を「4．考察」の後につける。謝辞を含め、6000 字以内とする。 

4) 図表は、合計 8 つまでとする。引用文献は、30 編までとする。 

(2) 総説 

1) タイトルページ 原著論文に同じ。 

2) 要旨 800 字以内。 

3) 本文 内容に応じ、適宜構造化を図る。謝辞を含め、8000 字以内とする。 

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、60 編までとする。 

(3) 資料 

地域がん登録資料、政府関係資料、院内がん登録資料等を用いた統計データの提示を中心とした論文や、がん 

登録事業やがん対策の充実に役立つと考えられる資料。 

1) タイトルページ 原著論文に同じ。 

2) 要旨 400 字以内。 

3) 本文 内容に応じ、適宜構造化を図る。謝辞を含め、4000 字以内とする。 



4) 図表は合計 10 までとする。引用文献は、20 編までとする。 

(4) がん登録事業活動報告 

登録精度や即時性の向上などに関するユニークな取り組みとその効果評価、広報活動、実務担当者への教育研 

修活動など、他県の取り組みの参考になると考えられる活動の紹介。 

1) タイトルページ 原著論文に同じ。 

2) 要旨 400 字以内。 

3) 本文 内容に応じ、適宜、構造化を図る。謝辞を含め、4000字以内とする。 

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、10 編までとする。 

(5) 提言 

がん登録事業やがん対策の企画、実行、評価活動とその基盤整備に関する提案・提言。提言の狙い・意義、提言 

の理論的根拠、提言の根拠となる先行事例、提言が実現した場合に生じるメリットデメリットなどについて、言及する 

こと。 

1) タイトルページ 原著論文に同じ。 

2) 要旨 400 字以内。 

3) 本文 内容に応じ、適宜、構造化を図る。謝辞を含め、4000字以内とする。 

4) 図表は合計 4 つまでとする。引用文献は、20 編までとする。 

 

４．投稿原稿の執筆要領 

(1) MS Word（ver.2010 以降）を使って日本語で作成する。数字及びアルファベットは原則として半角とする。 

(2) 数字は算用数字を用い、単位や符号は慣用のものを用いる。 

(3) 特殊な、あるいは特定分野のみで用いられている単位、符号、略号ならびに表現には簡単な説明を加える。 

(4) 異なる機関に属するものが共著である場合は、各所属機関に番号をつけて氏名欄の下に一括して示し、その番号を 

対応する著者の氏名の右肩に記す。 

(5) 図、表および写真には図 1、表 1、および写真 1 などの番号をつけ本文とは別にまとめておく。表は表題とともに 1 

枚の用紙に 1 つとする（図、写真についても同じ）。図は凡例とともに原則としてそのまま掲載できる明瞭なものとする。

図表は、Excel もしくは Power Point（どちらも ver.2010 以降）で作成する。写真は JPEG もしくは GIF データで

提出する。図、表、写真は、全て白黒印刷となるので、それを念頭に凡例などを作成すること。なお、Supplementary 

Information として、電子的補助資料（図、写真、表）を添付することができる。Supplementary Information は

JACR の会員用Web ページにて公表する。 

(6) 引用文献の後に、英文 Summary を掲載することができる。採択された論文の英文 Summary は、図表とともに

JACR のホームページに掲載される場合があることを承諾することが、英文 Summary を JACR モノグラフに掲載すること

の条件となる。当誌への英文 Summary の掲載を希望する場合は、ローマ字による著者名と所属施設名と 400 単語

以内の英文 Summary を、この順番で引用文献の後の頁に用意する。そして、図表およびその凡例とタイトルは、英語

で作ること。なお、英文 Summary は、専門家によるチェックを受けておくことが望ましい。 

(7) 引用文献の記載様式 

1) 文献は本文の引用箇所の肩に 1)、1～5)、1,3～5)と、引用する順に番号で示し、本文の後に一括して引用番号



 

 

 

 

順に記載する。文献の著者が 3 人までは全員、4 人以上の場合は 3 人目までを挙げ、4 人目以降は省略して、3 

人の著者名+『，他』とする（以下の例を参照）。英文の文献で著者が 4 人以上の場合は、3 人の著者名+『，et 

al.』とする。 

2) 雑誌名はその雑誌が使用している略名がある場合は使用してもよい。 

3) 記載方法は下記のとおり。 

① 雑誌の場合 著者名．表題．雑誌名．発行年（西暦）；巻：頁‐頁． 

例 1：田中英夫，西山謹司，津熊秀明他．癌専門医療施設における放射線治療の動向．癌の臨床． 

2001 47：449-455． 

例 2：Tanaka H, Uera F, Tsukuma H, et al. Distinctive change in male liver cancer incidence rate 

between the 1970s and 1990s in Japan: comparison with Japanese-Americans and US whites. 

Jpn J Clin Oncol. 2007;37:193-196. 

② 単行本の場合 著者名．表題．編集名．書名．発行所所在地：発行所，発行年（西暦；）頁‐頁． 

例 3：雑賀公美子，松田智大，祖父江友孝．日本のがん罹患の将来推計．祖父江友孝，片野田耕太，味木和

喜子，津熊秀明，井岡亜希子，編． がん・統計白書 2012．東京：篠原出版新社，2012；63‐82． 

例 4：Tanaka H. Prevention of cancers due to infection. Miller AB, eds.Epidemiologic studies in 

cancer prevention and screening. New York: Springer, 2012; 65-83. 

③ インターネットのサイトの場合 他に適切な資料が得られない場合は文献として使用してもよいこととする。この 

場合は、サイト名とアドレスを簡潔かつ明確に記載するとともに、アクセスした年月日も付記すること。 

 

５．投稿方法 

次のファイルを下記メールアドレスまで電子メールに添付して送信します。 

(1) 送信するファイル 

1) タイトルページ、要旨、本文、引用文献、英文 Summary ページまでを通して頁番号を付したファイル。 

2) 図表は 1 点につき 1 つのファイル。 

(2) 送り先 日本がん登録協議会事務局 office@jacr.info 

 

６．採択の方針 

投稿原稿の採否は、原則として peer review による査読プロセスを経て、JACR モノグラフ編集委員で審議し決定しま

す。採択決定の前に corresponding author に対し、revision を指示することがあります。 

 

７．著作権 

掲載された論文の著作権は、JACR に帰属します。二重投稿に関する責任は著者が負うものとします。 

 

８．その他、本規定に対する問い合わせは、事務局（office@jacr.info）まで。 
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